
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

 ⑤ 一般財源 (③ - ④) 798,829 817,982 865,165 795,118

 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など) 473,068 444,248 501,307 529,586 524,725

191,520

 ③ 合　計 (① + ②) 1,271,897 1,262,230 1,366,472 1,324,704

 臨時職員 (職員数) (104.75) 175,980 (106.50) 178,920 (111.33) 187,040 (114.00)

571,212

 嘱託職員 (職員数)

 一般職員 (職員数) (72.00) 524,527 (78.00) 570,596 (87.00) 603,674 (83.00)

645,778

 ② 概算人件費 (176.75) 700,507 (184.50) 749,516 (198.33) 790,714 (197.00) 762,732

 ① 直接事業費 571,390 512,714 575,758 561,972

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

・保護者からの支給認定申請により、保護者に代わり、児童を保育する。
・保育所・こども園運営基準に基づき、施設を運営する。
・保育所　６ヶ所 ・ こども園　２ヶ所（延長保育　４ヶ所 ・ 長時間保育　４ヶ所）

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

児童の健全な育成を図るとともに、保護者の継続就労を支援する。

３．投入された年間総事業費及び人件費の推移 ※概算人件費は「人件費計算シート」による (単位：千円,人)

 ⑤ 根拠法令・条例等 児童福祉法・大和高田市保育所条例

　① 目的
  （何のために）

保護者に代わって児童の保育を実施し、児童の心身の健全な発達を図る。

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

保護者が就労、疾病等の理由で、日常、保育の出来ない家庭の児童

保育サービスの充実

号 保育サービスの充実

 ④ 関連する個別計画 なし  ⑥ 事務の種類 自治事務

 ① 事務事業の名称 保育所運営事業  ② 整理番号 02050201-001

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

章 心豊かな市民・教育・福祉

節 子どもを育てやすいまちづくりの推進

項

事務事業評価シート 評価年度 平成30年度 対象事業年度 平成29年度

 所属・
 担当者氏名

福祉部　保育課　保育所係　小島　健志
評価責任者
（担当課長）

保育課長　森村英樹



① ヶ所 ヶ所 ヶ所 ヶ所

② 日 日 日 日

① 人 人 人 人

② 人 人 人 人

① 円 円 円 円

② 円 円 円 円

５．項目別評価

■　人件費の重点化□　予算の重点化 □　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価

判　定 具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

B
こどもの数は減少しているが、０～２歳児の保育ニーズや、加配の保育士の必要度は年々高まっており、
計画に沿った定期的な採用による人材の確保をおこなわなければ、待機児童が発生するばかりではな
く、国の子ども・子育て支援新制度に伴う多様な事業に対応できない事態が予測される。そのため、定期
的に保育士を採用し、優秀な人材を養成することが必要である。

評 価 の 視 点
3段階
評 価

評 価 の 根 拠

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

B
保育士不足により、定員超過を理由に入所申込みを断るケース（いわ
ゆる「待機児童」）が発生すると考えられ、保育を必要とする児童の一
部が保育所に入所できない事態が予想される。

平成２７年度の新制度施行に伴い保育料の改定を行っており、保育
料は受益者負担の原則に基づき、適正であると考える。

Ａ

６．今後の方向性 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

Ａ

保護者に代わって、保育を必要とする児童を保育し、延長保育や一
時保育等多様なニーズに、出来る限り対応し、入所児童の健全な育
成を図り保護者の継続就労を支援するためには、市の関与は必要で
ある。

1,039,799

一般財源/(市立入所児童＋
私立入所児童) 756,690 727,029 644,865 624,111

効率
指標

児童１人当たりのコスト
事業費/(市立入所児童＋私
立入所児童) 1,167,650 1,148,296 1,074,375

875

私立保育所入所児童数
年間延べ人員（受託児含む）
/12月 366 370 392 399

成果
指標

市立保育所・こども園
入所児童数

年間延べ人員（受託児含む）
/12月 715 820 841

8

保育所・こども園開所日数
（１ヶ所あたり） 293 293 293 293

活動
指標

保育所・こども園数 8 8 8

４．評価指標

種類 指　　標　　名 指標の算出方法等
実　　績　　値

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度


